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日本は，世界有数の変動帯で全国いたる
ところで地震が起こる.	
  
　　　　　　　　　　 	
  	
  	
  	
  	
  	
  ↓	
  
世界と比較すると，確かに安定とは言えな
い印象を与える．	


地下深部はものを閉じ込めておく上で安定	
  
↓	
  

地表に比較すると確かに安定	


安定については，基準をどこ
に置くかが重要	


震央分布図（2014年）	
  :	
  M1以上	


気象庁ホームページより	


コメント1:	
  地層処分における安定とは？	


震央分布図とは，期間内において震源が求まっ 
た地震について，その震央を地図上に震源要素
別にシンボルマークでプロットしたもの	
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世界の震央分布図（1900-­‐2013年）:	
  M7.0以上	




日本国内の沿岸海底下は処分場設置場所の候補に含まれるが，その多くは地質や
断層に関する情報の空白域である．陸と沖合の海底地質情報は比較的豊富だが，
沿岸域の情報は少ない（堆積地質部会，2016)．	
  

＜日本地質学会 各専門部会から寄せられた御意見に対する考え方より＞	
  

コメント2：　日本国内の沿岸部における地層処分について	




仮に，高レベル放射性廃棄物（ＨＬＷ）の地層処分を，六ヶ所村で	
  
行うと想定した場合の六ヶ所村の立地について	




地層処分を仮定した場合の六ヶ所村の立地条件について	
  
推計震度分布図	
  
2012年05月24日00時02分　	
  
青森県東方沖　Ｍ6.0	


推計震度分布図	
  
2014年08月10日12時43分　	
  
青森県東方沖　Ｍ6.1	


気象庁ホームページより	


推計震度分布図とは，震度計で観測された震度をもとに、地表付近の地盤の増幅度	
  
（地表付近における揺れの増幅を示す指標）を使用して1km四方の格子間隔で震度を	
  
推計し、震度計のない場所も含めて震度を面的に表現したもの	




平成24・25年度 青森県地震・津波被害想定
調査 報告書	
  [概要板]（青森県，2014）	


被害想定結果（市町村別①）	


最大震度	




下北半島および周辺地域の海成段丘面（MIS	
  5e）と活断層（渡辺ほか，2008）	




下北半島東部の地質構造調査に関する最終評価結果の概要より	


下北半島東部の海底地形断面調査結果	




洞爺カルデラを噴出源にする洞爺火山灰の層厚	


・	
  11.4万年前に噴火	
  
	
  
・ 六ヶ所村付近で層厚約	
  20	
  cm	
  	
  
　堆積	


図は，「町田ほか (1987)	
  北日本を広く	
  
おおう洞爺火山灰，第四紀研究，26,	
  	
  
129-­‐135.」より	


洞爺火山灰を噴出するようなカルデラ
噴火は施設運用機関中には起きない
と評価され，現在は評価対象外	




「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性	
  —地層処分研究開発	
  
第二次とりまとめ—	
  （核燃料サイクル開発機構，1999）」に関連して	
  

　第二次とりまとめに向けて，日本の活断層研究者の多くが調査に動員されたにも関わらず，
個々の活断層研究者の判断を大きく踏み越えた恣意的な結論となった（小野，2016）．	
  
	
  

（2000年10月には，これまで活断層が認定されていなかった鳥取県西部で地震発生）	
  

原子力委員会 原子力バックエンド対策専門部会（2000年）	
  
　変動帯に位置する日本においても，火山や活断層の近傍を除けば，高レベル放射性廃棄物
の地層処分に適した地質環境が広く存在することが証明されたと結論．	


小野（2016）によると，活断層研究者の研究成果は，不当に歪曲され核廃棄物の地層処分を
推進するために用いられたと述べる．	
  

不信感	
  

小野有五（2016）第四紀学と環境保全 研究者=活動者としての回顧展望．第四紀研究，55，　　　	
  
　　71-­‐92．	


　　日本列島では活断層の認識されている場所だけでなく，いわば至る所でM7.3以上の地震	
  
が起こりうることを示す（小野，2016）．	




1）　地層処分推進派：	
  
　 	
  査読のある学術誌に掲載された論文によるデータであっても引用していない	
  
　 ケースがある（例えば六ヶ所断層）．	
  

なぜ？	
  
　　 　理由はどうであれ，査読のある学術誌（例えば，活断層研究）から公表さ	
  
　　れている一部の文献を引用しないことは，中立的立場にある研究者からも	
  
　　不信感を持たれる要因になりかねない．	
  
	
  
2）　地層処分推進派から，地層処分に関連しそうな学会への説明とその否定　　	
  
　　的な意見が一般公開されるようになったことは評価される（地層処分技術	
  
　　ワーキンググループ資料など； 経済産業省）．一方で，地層処分推進派は	
  
　　“自分たちの意見は正しい”という主張だけではなく，専門とする学会からの　	
  
　　意見を地層処分の施策へ十分に反映しなければ意味がない．	
  
	
  	
  
3)  変動帯にある日本の地質を十分に理解した地層処分の評価について実績

のある国際機関に，日本で高レベル放射性廃棄物の地層処分が可能かど
うかの評価を受けることは有効な手法	
  

	
  
４）  日本地質学会 環境地質専門部会の意見：	
  
　　　「地層処分を推進することが地質学者としての責任である．地質学会とし	
  
　　て積極的に協力していくことが必要である． ・・・（省略）・・・．」からも地層処	
  
　　分について反対一辺倒ではない．	
  

まとめにかえて	



